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【研究要旨】 
（研究目的）我が国の周産期医療レベルは高く、その指標である周産期死亡率や妊産婦死亡率は世界のト

ップ水準にある。しかし一方で、社会的ハイリスク妊娠やメンタルヘルスに問題を抱える妊産婦は増加傾

向にあり、自殺や児童虐待発生の要因となり社会的な問題となっている。そこで、本研究では、分娩取扱

施設に対する調査を行い、社会的ハイリスク妊婦の抽出方法や行政との協働に必要な事項について検討す

る。 
 

（研究方法）倫理委員会の承認後、日本医科大学多摩永山病院倫理委員会の承認後、全国の分娩取扱施設

宛にアンケートを送付し、調査を行った。各分娩取扱施設の代表回答者 1 名による回答を求め、Web 上

（Googleフォーム）あるいは郵送での回答を得た。 
 
（研究結果）2,134施設宛にアンケート調査依頼が送付され、2022年3月2日～5月9日の調査期間に

731施設（回答率33.9％）より回答を得られた。回答を分析した結果、約95％の施設が社会的ハイリス

ク妊婦を把握することは重要であると回答した。社会的ハイリスク妊婦に関連する因子の評価率の検討

では社会的な項目の評価割合が低く、評価している場合は主に助産師による対面面談で評価されていた。

また問題点として行政との情報共有の難しさ、時間的人員的負担がかかる点、などが挙げられた。 
社会的ハイリスク妊婦について把握連携ができている施設の群と把握連携が難しい施設の群での比較

では、把握連携ができている群の施設では社会的ハイリスク妊婦を取り扱う件数が多く、社会的ハイリスク妊

婦の抽出ツールを使用している割合が有意に高かった。ハイリスク妊婦に関わる収入は、把握連携ができてい

るか否かに関わらず見合わないとされた。行政とのやり取りに係る項目の比較では、把握連携ができている施

設で、より円滑にやり取りができていることが示された。都道府県毎の検討では、分娩数の多い（上位2／3）
都道府県では、助産師数が多いほど把握連携ができている施設の割合が高かった（相関係数 r=0.54）。 

 
(結論) 社会的ハイリスク妊婦は助産師を中心としたスタッフが時間と労力をかけて抽出していた。ま

た行政との情報共有がスムーズにできず、社会的ハイリスク妊婦の管理に多くの時間と労力を要してい

た。社会的ハイリスク妊婦について把握連携には社会的ハイリスク妊婦の抽出ツールが有用である可能性が示

唆される。社会的ハイリスク妊婦を扱うにあたっての収入は見合わないとの意見が多く、社会的ハイリスク妊

婦の把握や行政との連携等はボランティアベースで行っていることが伺われた。また社会的ハイリスク妊娠の

把握連携には助産師の人数に余裕があることが非常に重要であることが示された。今後、社会的ハイリスク

妊婦の抽出ツールの内容や普及についてさらに充実させるとともに、分娩取扱施設と行政との連携をス

ムーズに行うための方策、費用の問題などについて、検討を続ける必要があると考えられた。  
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Ａ．研究目的 
我が国の周産期医療レベルは高く、その指標である

周産期死亡率や妊産婦死亡率は世界のトップ水準に

ある。その大きな要因の一つに妊婦健康診査(妊健)が
あり、妊健の普及は周産期予後改善に寄与してきた。

しかし一方で、社会的ハイリスク妊娠は増加傾向にあ

り、自殺や児童虐待発生の要因となり社会的な問題と

なっている。これらを解決するには従来の妊健だけで

は限界があり、多機関･多職種による支援が求められ

る。 
本調査では、分娩取扱施設で社会的ハイリスク妊婦

をどのように抽出し、行政と協働しているか、またど

のようなシステムが必要であるかを検討する。これま

でに本研究班（第1次・2次光田班）で確立した社会

的ハイリスク妊婦を把握するためのアセスメントシ

ートの内容をもとに、分娩取扱施設で社会的ハイリス

ク妊婦に関わる因子を、どの程度どのように評価して

いるかを把握する。さらに、社会的ハイリスク妊婦に

関わる際の分娩施設で起こり得る問題点や、他機関や

他職種との連携についても評価を行う。 
本調査結果は児童虐待、さらには子供もの死亡の減

少につなげるために貴重な資料となるものと考えら

れる。 
 
Ｂ．研究方法  
日本医科大学多摩永山病院倫理委員会の承認後、全国

の分娩取扱施設宛にアンケートを送付し、調査を行っ

た。 
・調査期間 2022年3月2日～5月9日 
・調査対象 

「周産期医療の広場」https://shusanki.org/area.html 
に掲載された分娩取扱施設の、代表回答者1名（社

会的ハイリスク妊婦症例に主に対応するスタッフ、

あるいは妊婦健診に直接関わるスタッフ：職種は

問わない）による回答 
・調査方法  

アンケート依頼を郵送、Web上（Googleフォーム）

あるいは郵送での回答 
・調査用紙 図１，２参照  
・Web回答 図2と同様の内容をWeb上で入力 
 
Ｃ．研究結果 
 アンケートを 2,156 施設に郵送し、22 施設が閉院

などにより不着返送されたため、2,134 施設宛にアン

ケート調査依頼が送付された。このうち731施設（回

答率33.9％）より回答を得られた。 アンケートの情

報から得られた背景因子を表1に示す。施設の種類の

内訳では総合周産期母子医療センター64施設、地域周

産期母子医療センター129 施設、総合病院 157 施設、

産婦人科専門病院36施設、診療所319施設であった。

公立私立の別では、公的施設231施設、私立施設482
施設からの回答を得られた。またアンケートは医師、

助産師による回答が多かった。年間の特定妊婦取扱い

件数は0件の施設も165存在し、1～5件が247施設、

6～10 件が 82 施設存在したが、21 件以上のも 53 施

設にのぼり、10件未満の少数を扱う施設と21件以上

の施設に2極化して特定妊婦を扱っていることが伺わ

れた。年間の社会的ハイリスク妊婦の取扱い件数につ

いても特定妊婦と同様に、10 件未満（計 189 施設）

と21件以上の施設（190施設）が多かった。 
「社会的ハイリスク妊婦を把握することは重要だ

と思いますか」との問いには 94.7％が「そう思う」、

4.8％が「ややそう思う」との回答をしており、本研究

の回答者は社会的ハイリスク妊娠に関心が高いと考

えられた。さらに、「社会的ハイリスク妊婦の把握、行

政との連携等を十分に行っていると思うか」という質

問に対し、8 割以上が「そう思う」あるいは「ややそ

う思う」の回答であり、社会的ハイリスク妊婦を比較

的上手く扱えていると感じている施設が多かった。そ

のような施設背景であったが、社会的ハイリスク妊婦

を抽出する目的で導入しているツールを有する施設

は半数程度であった。 
 本研究班（第1次・2次光田班）で確立した、社会

的ハイリスク妊婦を把握するためのアセスメントシ

ート（SLIM尺度）で評価する内容について、各施設

で評価しているか調査した結果を表 2 に示す。年齢、

精神疾患の有無、妊婦健診未受診かどうか・受診回数

のような、妊娠合併症に関わる因子はほぼ全例評価さ

れていた。一方婚姻状況とEPDS（エジンバラ産後う

つ病質問票）を除く、社会的因子と「気持ち」に関す

る因子、すなわち妊娠が嬉しかったかどうか、未診断

の発達障害・人格障害傾向の有無、経済的ゆとりの有

無、生活場所の変化が多いかどうか、本当に困った時

の相談相手の有無、親との関係性（被虐歴有無）、DV
の可能性、学歴、MIBSーJ （赤ちゃんへの気持ち質

問票については評価の実施率が低かった。 
各項目について誰が、いつ、どのように評価してい

るか表3-1～3-14に示す。評価している施設の中では、

評価の実施率が低かった要因を誰が評価しているか

を検討した結果（図3）、妊娠が嬉しかったかどうか：

医師 22.8％ 助産師 77.6％ 看護師 28.7％、未診断

の発達障害・人格障害傾向の有無：医師39.4％ 助産

師74.0％ 看護師32.4％、経済的ゆとりの有無：医師

20.2％ 助産師81.1％ 看護師34.5％、DVの可能性:

https://shusanki.org/area.html
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医師 19.2％ 助産師 81.5％ 看護師 35.3％など、い

ずれも医師が評価することは少なく、助産師が評価す

ることが多い項目であった。またこれらの項目の評価

にソーシャルワーカーが関わるのは 5％前後であった。

これら評価実施割合が低い項目の多くは、対面面談に

て評価をしている割合が高かった（図4）。 
「社会的ハイリスク妊婦を把握するために適する

職業」についての質問（図 5）では助産師について

100％に近い施設で適していると回答しており、社会

的ハイリスク妊婦の把握のために助産師は大変重要

な役割を担っていることが伺えた。看護師も9割の施

設で適していると回答されていた。さらにソーシャル

ワーカーについても、高い割合で社会的ハイリスク妊

婦の把握に適すると回答されている。 
 しかし一方で、施設で社会的ハイリスク妊婦を扱う

ために、業種別にスタッフの数や協力が不足している

かどうかの問い（図 6）では、8 割以上の施設で助産

師の数や協力が不足していると回答しており、医師や

看護師、ソーシャルワーカーも7割弱が不足している

という結果であった。スタッフ以外に関して社会的ハ

イリスク妊婦を自施設で扱うために不足している項

目では、半数以上の施設で行政への情報提供にあたっ

ての同意方法の詳しい指針や、行政への情報提供にあ

たっての簡潔な手順が不足していると回答している

が、一方で行政の仕組みについての知識やスタッフと

のつながりも不足しており、実際に指針や手順が不足

しているのか、知識不足なのかの判定は困難であり、

今後の検討が必要である。自施設の機能では人員不足、

ソーシャルワーカー不足、精神科の体制がない、面談

の場所がない、スタッフの力量の差、スタッフの意識

の温度差、スタッフの教育不足 院内連携体制 行政

との連絡体制 情報共有の方法 などが問題点とし

て挙げられていた。一方行政の機能の不足としては行

政の施設間・市町村間での対応の統一や、土日祝・夜

間（緊急時）に連絡が取れる体制の構築、行政担当者

の拡充、窓口の一本化について多数の要望が上がって

いた。その他、担当者による対応のバラつき、フィー

ドバックが少ない、連携不足などの問題点が挙げられ

ていた。 
行政と連絡を取る手段としては（表5）、電話（72.5％）

と郵送（定形書式あり：62.8％）がよく用いられてい

る手段であった。定形書式のない文書による連絡手段

とメールはあまり用いられていなかった。実際に行政

に連絡する手段として使用されている電話と郵送（定

形書式あり）は、連絡に適している方法であるとも考

えられており、定形書式のあるメールやファックスも

適するという意見が多かったが、一方自由記載の意見

では、メールやファックスについては誤送信を危惧す

る意見がみられた。 
 表6には通常の妊産婦に対する保健指導の回数と時

間、および社会的ハイリスク妊産婦に対して追加で行

う保健指導の回数と時間を示す。社会的ハイリスク妊

産婦に追加で行う保健指導の回数は妊娠中に平均 2.2
回（1.4時間）、産後に1.5回（1.3時間）であった。 
 社会的ハイリスク妊婦の管理において、人的資源や

物的資源の投入に対し、健診費用や分娩費用などによ

る収入が見合うと思うかの問いに対し、そう思う（見

合う）・ややそう思うとの意見はわずか 8％であり、3
分の２の施設で健診費用や分娩費用などによる収入

が見合わないとの意見であった（表7）。社会的ハイリ

スク妊婦に関わりたいと感じる施設は約半数に留ま

る（表8）。 
社会的ハイリスク妊婦で困ることについての自由

記載では336施設から回答が寄せられた。内容を分類

したものを図7、代表的な意見を表9に示す。最も多

かったのは行政との情報共有がスムーズに行かない

点であった。この中には行政の窓口が分かれて連絡先

が多い、行政からのフィードバックがない、一つの行

政機関に伝えても、他の行政機関で情報共有がされて

おらず、何度も同じ話をしないとならない、市町村ご

とに申請の方法などシステムが異なるので困る、行政

に連絡をしてもつながらない、などの意見があった。

次に多かったのは時間的人員的負担であった。情報を

まとめたり伝達したりすることに時間を要するわり

に診療報酬に反映されない、とにかく時間がかかる、

患者の面接に時間がかかり、多業務に影響するなどの

意見があった。妊婦の経済状況の問題についてもコメ

ントが多く、不払い、踏み倒すとの意見が多数、その

他手間がかかり神経をすり減らすが見返りが全くな

い、支払いができないが生活保護は拒否する妊婦がい

るなどの意見があった。その他妊婦のコンプライアン

ス（受診しなくなる、連絡が取れなくなる、支援を拒

むなどの問題点が挙げられた。 
 本研究ではさらに、社会的ハイリスク妊婦の把握

や行政との連携等を十分に行うことに係る因子につ

いて検討するために「あなたの施設は社会的ハイリ

スク妊婦の把握、行政との連携等を十分に行ってい

ると思いますか」の問いに対して「そう思う」「やや

そう思う」と回答した施設を「把握連携ができてい

る」群、「どちらとも言えない」「あまりそう思わな

い」「全くそう思わない」と回答した施設を「把握連

携が難しい」群とし、各群間で差のある要素につい

ての検討を行った。この結果を表10に示す。把握連

携ができている群の施設では、年間に取り扱う社会

的ハイリスク妊婦を取り扱う件数が多く、社会的ハ

イリスク妊婦の抽出ツールを使用している割合が有
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意に高かった。さらに、把握連携ができている群の

施設では、社会的ハイリスク妊婦に関わりたいと思

う割合が高かった。一方で、収入に関しては、把握

連携ができているか否かに関わらず、収入が見合う

と答えた施設は 1 割に満たず、9 割以上の施設で収

入と資源の投入に対して収入が見合わないと感じて

いることが判明した。また収入の不足が社会的ハイ

リスク妊婦を施設で扱うために不足しているとの意

見も、把握連携ができている群の施設であっても 8
割以上であった。把握連携ができている施設では、

把握連携が困難な群の施設と比較して、医師、看護

師、准看護師、事務職の数や協力について不足して

いる割合が少なく、すなわち該当職種からの協力が

得られている割合が高かった。また行政とのやり取

りに係る項目（情報提供の同意に係る指針や手順、

行政の仕組みについての知識、行政スタッフとのつ

ながり）の検討では、社会的ハイリスク妊婦につい

て把握連携ができている施設でより円滑にやり取り

ができていることが示された。一方で行政の機能に

ついては、把握連携ができているか否かに関わらず

6割弱の施設で不足していると回答していた。 
さらに社会的ハイリスク妊婦の把握や行政との連

携等を十分に行うための人的資源について検討する

ために、都道府県ごとに把握検討ができている施設

の割合と、産科医師、助産師、看護師等の人数とを

比較した結果を図8-1～8-4に示す。図8-1-Aは今回

の調査結果による調査で、把握連携ができている施

設の割合を都道府県別に示した図であり、図 8-1-B
は厚生労働省令和2年衛生行政報告例（就業医療関

係 者 ） の 概 況

(https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/eisei/20 ）

より作成した本邦の都道府県別の助産師数である。

図 8-1-A と図 8-1-B を重ねたものが図 8-1 であり、

これをみると、一部の都道府県を除いて、把握連携

ができている施設の割合と人口 10 万人当たりの助

産師数は平行に上下しており、関連があると考えら

れた。平行に上下していない部分の都道府県を確認

すると、分娩数が少ない都道府県であった。同様に

都道府県ごとの、産科に係る医師数、保健師数、社

会福祉士数と、把握検討ができている施設の割合を

示すと（図8-2,3,4）医師、保健師、社会福祉士数で

は助産師で見られたような関連は認められなった。 
都道府県別の助産師数と把握連携ができている施

設の割合の関連を検討すると、全都道府県での検討

では両者に関連性は認められなかった（図9-1）が、

分娩数上位2／3に当たる32都道府県に限定して検

討すると、助産師数と把握連携ができている施設の

割合の間に関連（相関係数 r=0.54）が認められた。 

 
Ｄ．考察 

今回のアンケートは全国の分娩取扱施設を対象に

行った。全国の施設から回答があったが、日本産婦人

科医会による 2020 年施設情報調査での総合周産期母

子医療センター110 施設、地域周産期母子医療センタ

ー296 施設、一般病院 601 施設、婦人科病院 443 施

設、分娩取扱診療所1234施設や、厚生労働省平成29
年度衛生行政報告例での助産所 366 施設をかんがみ

ると、周産期の中核施設からの回答率が高く、産婦人

科専門病院や助産所からの回答率は低いと考えられ

た。 
社会的ハイリスク妊婦の取扱い件数は 10 件以下

の施設と 21 件以上の施設が多く、二峰性であった。

ここで 1～5 件の施設は一律に 3 件、6～10 件の施設

は 8 件、11～15 件の施設は 13 件、16～20 件の施設

は18件と仮定し、21件以上の施設は具体的な件数を

問うているので申告通りで計算すると、回答した施設

のうち、年間 20 件以下の施設で取り扱う社会的ハイ

リスク妊婦は合計で約 3000 症例、年間 21 件以上の

施設で11500症例であると大まかに計算される。前述

の如く産婦人科専門病院や助産所からの回答が少な

いことを考えると、社会的ハイリスク妊婦症例はある

程度集約されているが、少ない案件を扱う病院で管理

される社会的ハイリスク妊婦も、それなりの数が存在

するものと考えられる。 
 社会的ハイリスク妊婦に関連する因子のうち、社会

的因子と「気持ち」に関する因子、すなわち「妊娠が

嬉しかったかどうか」、「対人関係トラブル」、「経済的

ゆとりの有無」、「生活の場所」、「困った時の相談相手

の有無」の評価は、医師よりも助産師が評価している

ことが多かった。「社会的ハイリスク妊婦を把握する

ために適する職業」の問いでも助産師が期待されてい

た。しかし一方で助産師不足の声も上がっており、社

会的ハイリスク妊婦に関する業務を全て助産師が担

うことは困難なこともあると考えられる。これらの項

目は令和 2 年度光田班研究にて SLIM 尺度で高い社

会的ハイリスク妊娠との相関が認められた項目であ

り、このことからも社会的ハイリスク妊婦の抽出には

助産師が大きな役割を担っていると考えられる。社会

的ハイリスク妊娠について困ることとして多く挙げ

られていた「人的時間的負担」は多くの場合助産師、

あるいは看護師にかかっているものと推測される。 
社会的ハイリスク妊婦の保健指導の回数は、一般の

妊婦に比較して妊娠中2回（1.4時間）、産後に1.5回

（1.3 時間）多かった。しかし本アンケートから推測

すると、社会的ハイリスク妊婦に関連する負担は母健

指導だけではなく、関係各所への連絡や調整、情報収
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集のための面談など、さらに多くの時間や人員的負担

がかかっているものと推測される。本アンケート回答

者の 95％が「社会的ハイリスク妊婦の把握が重要だ」

とするにもかかわらず、その3分の２が「人的資源や

物的資源の投入に対して健診費用や分娩費用などに

よる収入が見合わない」と意見することはこのことを

裏付けていると考えられる。社会的ハイリスク妊婦に

は生活保護は受けないが費用の支払い能力が無い妊

婦が多く含まれ、紹介搬送先がみつからないので分娩

費用を病院がかぶるケースも珍しくない。従って、公

的病院はともかく、私立の病院で社会的ハイリスク妊

婦の取扱いを渋るのは想像に易い。全ての社会的ハイ

リスク妊娠を公立の施設で扱う方針とするのでない

限りは、社会的ハイリスク妊婦の妊娠分娩管理に見合

う収入を保障することが必須であると考えられた。 
さらに、社会的ハイリスク妊婦に関して困ることと

して、行政との情報共有がスムーズではないことが挙

げられていた。連絡の方法や支援の内容が市区町村で

異なること、行政施設間で情報共有がされないことで

困っている施設が多く、これらを解決するためには統

一した指針に則り運営されるのが理想であると考え

る。指針などの提示の可能性については今後の検討課

題である。 
社会的ハイリスク妊婦について把握連携ができて

いる施設と把握連携が難しい施設での比較では、把

握連携ができている施設では取扱件数が多く、社会

的ハイリスク妊婦の抽出ツールを有する施設が多か

った。この結果からは、抽出ツールが社会的ハイリ

スク妊婦の抽出率を上げる効果と、症例数の多い施

設で効率的に社会的ハイリスク妊婦を扱う効果があ

ると考えられる。今回の調査では社会的ハイリスク

妊婦の把握や連携のために抽出ツールが具体的にど

のように役立っているか解明することは困難ではあ

るが、社会的ハイリスク妊婦を把握するためには抽

出ツールが有用であることが示された。 
社会的ハイリスク妊婦の管理において、人的資源

や物的資源の投入に対しての収入は、把握連携がで

きているか否かに関わらず見合わないという意見が

非常に多かった。本邦での妊婦に係る費用は、社会

的ハイリスクではない妊婦を基準に設定されており、

社会的ハイリスク妊産婦であることに対しての追加

の収入は無く、精神疾患を有する場合のみ、ハイリ

スク妊娠管理加算等が適用できる。従って、社会的

ハイリスク妊婦の把握や行政との連携等は、社会的

ハイリスク妊婦を把握することに対する重要性から

ボランティアベースで行っていることが伺われた。 
人口当たりの助産師数が多い都道府県では、ハイ

リスク妊婦について把握連携ができている施設の割

合が高いこと、他の職種は社会的ハイリスク妊婦の

把握連携と関連が低かったこと、さらに社会的ハイ

リスク妊婦を把握するために主に助産師が面談で情

報を収集していることを考慮すると、社会的ハイリ

スク妊娠の把握連携には助産師が主体となっており、

助産師の人数に余裕があることが非常に重要である

ことが考えられた。さらに把握連携ができている施

設では産科に関わる医師、看護師や准看護師など、

助産業務の負担を減らす業務を担う職員の協力が得

られやすいことが伺えることからも、社会的ハイリ

スク妊婦の把握連携には助産師の尽力が大きく、助

産業務に社会的ハイリスク妊婦に関わるための余裕

をもたせることが大変重要であることが考えられた。 
 

Ｅ．結論 

  社会的ハイリスク妊婦は助産師を中心としたス

タッフが時間と労力をかけて抽出していた。また行

政との情報共有がスムーズにできていない点、管理

に多くの時間と労力を要し、人的資源や物的資源の

投入に対して健診費用や分娩費用などによる収入が

見合っていない点など、社会的ハイリスク妊婦の管

理に関する課題は山積していた。 
また、社会的ハイリスク妊婦について把握連携が

できている施設と把握連携が困難な施設での比較か

らは、社会的ハイリスク妊婦の抽出ツールが有用で

ある可能性が示唆された。一方で把握連携ができて

いるか否かに関わらず、社会的ハイリスク妊婦を扱

うにあたって収入は見合わないとされ、社会的ハイ

リスク妊婦の把握や行政との連携等は、ボランティ

アベースで行っていることが伺われた。さらに社会

的ハイリスク妊娠の把握連携には助産師の人数が関

連し、助産業務に社会的ハイリスク妊婦に関わるた

めの余裕があることが非常に重要であることが示さ

れた。 
 今後、社会的ハイリスク妊婦の抽出ツールを普及す

るとともに、分娩取扱施設と行政との連携をスムーズ

に行うための方策、費用の問題などについて、検討す

る必要があると考える。 
 本研究を通して、社会的ハイリスク妊婦を適切に把

握し、行政との連携等を十分に行うためには、①社会

的ハイリスク妊婦を把握するためのツールの普及、②

社会的ハイリスク妊産婦の管理に係る施設に対する

補助や診療報酬加算等の検討、③社会的ハイリスク妊

産婦への対応に関する行政窓口の統一、手続きの簡略

化、情報の一元化といったシステムの拡充が求められ、

さらに助産師が社会的ハイリスク妊婦に関わりやす

い体制を整えることが重要であると考えられた。 
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Ｆ．研究発表 
１．論文発表 
２．学会発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
1. 特許取得 
  なし 
2. 実用新案登録 
  なし 
3. その他 
  なし 
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図 1-1 アンケート説明文書 
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図 1-2 
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図 2-2 

 

図 2-1 アンケート回答用紙（郵送用） 
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図 2-3 

 

図 2-4 
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図 2-5 

 

図 2-6 
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図 2-7 

 

図 2-8 
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評価率の低い項目を色付き背景で示す。これらの項目を評価しているのは主に助産師、次に看護師で、医師が評価していること
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図3 社会的ハイリスク妊婦に関連する各因子を誰が評価しているか
の項目は評価をしている施設の割合が低い（80％未満）項目
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は少なかった。 

 



110 
 

評価率の低い項目を色付き背景で示す。これらの項目は主に面談で評価していた 
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社会的ハイリスク妊娠について困ることを自由回答にて求めたところ、336 施設より回答があり、内容により

分類した結果、行政との情報共有がスムーズではない、人的時間的負担、妊婦の経済状況の問題などの多くの

問題が挙げられた。 
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図８－１－B 

 都道府県別 助産師数 （人口10万対）             （人） 

 

図８－１ 

（％）   都道府県別 社会的ハイリスク妊産婦について把握連携できている施設の割合と助産師数（人口10万対）  （人） 

 

図 8-1-A に今回の調査結果による把握連携ができている施設の割合を都道府県別に示す。図 8-1-B は厚生労働省令和 2
年衛生行政報告例（就業医療関係者）の概況（https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/eisei/20）より作成した本
邦の都道府県別の助産師数である。図 8-1-A と図 8-1-B を重ねると、一部の都道府県を除いて把握連携ができている施設
の割合と人口10万人当たりの助産師数には関連があると考えられた。 
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図 8-2～8-4 にそれぞれ人口 10 万人当たりの産婦人科あるいは産科の医師数、保健師数、社会福祉士数を本調査に
よる把握連携ができている施設の割合とともに示す。助産師の数と異なり、把握連携ができている施設の割合と人口 10
万人当たりの医療スタッフ数には関連がないと考えられた。
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図9-1 

 

 

 

 

図 9-1 に全都道府県について助産師数（人口 10 万対）と社会的ハイリスク妊婦の把握連携ができてい

る施設の割合との関係を示す。全国でみると助産師数と把握連携ができているかどうかに関連が無い

ようにみえるが、図 9-2 に示すように、分娩数上位 3/2 にあたる 32 都道府県に限定してみると、助

産師数と社会的ハイリスク妊婦の把握連携ができている施設の割合には正の相関がみられた。 

図9-2 


